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公的個人認証サー  ビスの概  
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公的個人認証サービスの特長  

1．厳格な本人確認  
・本人確認に基本4情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。  
・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、厳格な本人性の  
確認を実現。   

2．電子証明書の用途  

・主な用途は、国税の電子申告・納税システム（eTax）、自動車のワンストップサービス、  

不動産の登記等   

t法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政機関等、  

民間認証事業者に限定。   

3．サービス利用に必要な費用  
（電子申請を行う住民）  

・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。  

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ICカードリーダライタを別途、準備する必要。  

（失効情報の提供を受ける署名検証者）  

・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。   

4．電子証明書の格納媒体  
・電子証明書は、一定のセキュリティを満たすICカードに格納可能。  

・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。   

■  

5，二重発行の禁止   
電子証明書の二重発行を禁止している（法第6条）。   

6．電子証明書の発行状況   
平成20年7月末現在で、約73．7万枚。   



公的個人認証を活用するメリット  

個人情報資産を預かるシステムの認証基盤として、公的個人認証には以下のメリットがある。  

◆「成りすまし」の防止により厳格な本人確認が可能  

セキュリティ面  

◆「改ざん」「送信否認」防止による高セキュリティ情報の取扱いに最適  

◆公的主体（地方公共団体が自ら運営）による認証基盤として3年   

間の安定運用実績  

◆既存の基盤・法制度（公的個人認証法）の利活用による迅速なス   

タート  

運用面  

◆既存設備等（センタ、全国の市区町村窓口）が利用可能   
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HPKl（Hea［thcareP。blicKeylnfrast，。Ct。re） とは  

HPKIでターゲットされる国家資格  

。電子証明書のhcRoleに保健医   

療福祉分野の国家資格を格納し   

ている。  

・電子署名を付与することで、個人   

の証明と国家資格保有の証明が   

同時にできる。  

・つまり、保健医療福祉分野にお   

ける資格を証明することが可能   

な公開鍵基盤。  



HPKIの特徴  

電子証明書の中に『保健医療福祉分野の国家資格』と『医療機関等の管理者の資格』の情  

報を格納するように規定  

電子証明書自体に保健医療福祉分野で必要な資格を埋め込み、証明書だけで資格を証明   



HPKIで実現できること  

共通の証明書ポリシに適合した認証局から発行された電子証明書による電子署名で  

あれば、違う認証局から発行された電子証明書による電子署名でも正しいと確認する  
ことが可能に  

電子署名を中心とした病診・診々連携、患者との連携の例   



≪これまでの取扱い≫   

紙又は電子媒体  

≪これまでの取扱い≫  

紙のみ  

平成18年度に電子媒体やオンラインを追加  

平成23年度からはオンラインのみ  

1・里成18年4且狼＿呈出目迎塵星蛙電子媒体lこ加えて、オンラインlこよる請求も可儀  

2．  

①平成嘲ライン請求lこ限定   
・病 院：規模、コンピュータの機能・導入状況により、20年度から（400床以上）、  

21年度から（400床未満）等 

一診療所：コンピュータの導入状況により、22年度から（既に導入している診療所）、  

それ以外は23年度から   

■ 薬 局 ：コンピュータの導入状況により、21年度（既に導入している薬局）から、  

それ以外は23年度から  

②平成23年4  からは、原則として全てのレセプトがオンライン化   
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の実現に向けた 基盤整備に関する検討会」につ 

検討会構成員（50音順敬称略）  

健康保険組合連合会理事  

東京工業大学大学院理工学研究科教授  

ヤフー株式会社会員サービス事業部長  

独立行政法人情報処理推進機構  

情報セキュリティ分析ラボラトリー室長  

筑波大学大学院  

図書館情報メディア研究科准教授  

東京大学大学院情報学環教授  

東京大学大学院法学政治学研究科教授  

東京電機大学未来科学部  

情報メディア学科教授  

東京大学大学院情報学環准教授  

池上 秀樹  

大山 永昭  

神谷 寿彦  

小松 文子  

新保 史生  

須藤 修  

寺本 振透  

安田 浩  
（座長）  

山本 隆一  

※ オブザーバー：関係府省   








